
事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名：フィリピン共和国 

案件名：ダバオ市バイパス建設事業（南・中央区間） 

L/A 調印日：2015 年 8 月 25 日 

承諾金額：23,906 百万円 

借入人：フィリピン共和国政府（The Government of the Republic of the Philippines） 

 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国におけるミンダナオ島における運輸交通セクターの開発実績（現状）と課

題 

ミンダナオ島はフィリピンの南部に位置する面積約 10.2 万 km2、人口約 2,200 万人

(2010 年統計)の島である。同島は南西部の紛争影響地域におけるイスラム系反政府グ

ループと政府軍との間で長年続いた内戦の影響等により、国内他地域と比較して経済

発展が遅れていたが、2014 年 3 月のフィリピン政府及びモロ・イスラム解放戦線

（MILF）間のバンサモロ包括和平合意文書の署名を受け、農水産業や鉱物産業等を中

心とする本格的な経済成長への期待が高まりつつある。また、事業対象地の位置する

リージョン XI（南ダバオ州）ダバオ市は、人口約 145 万人を有し、都市圏としてマニ

ラ首都圏、セブに次ぎ国内第 3位の人口規模を有する同島最大都市である。 

例えば、リージョン XI の自動車登録台数の過去 2 年間の平均増加率は全国平均の

3.79%を上回る 4.66%となっている。また、ダバオ市港湾エリアは、主要輸出港である

ササ港等大規模な港湾施設が存在し、バナナやドリアン等の農産物や工業製品等が主

要輸出品目となっており、ダバオ市周辺の日系企業の利用も見られる。このように、

ダバオ市は島外へのゲートウェイの機能を有し、同島の経済成長の牽引役として、今

後重要性が増すとともに、安定した経済成長を遂げることが見込まれている。 

しかしながら、市街地、商業施設、空港等が密集するダバオ市中心部では、市全体

のわずか 3%の面積に市内人口の 45%が集中しており、人口過密に伴う交通渋滞が深刻

化している。市外から市内へ至る道路及びダバオ市内からササ港付近まで至る既存道

路は、ピーク時の最高走行速度が 20 km/h 以下まで減速している。また、ダバオ市中

心部では、通勤時間帯の混雑緩和のためトラックの通行が朝夕合計 6時間に渡り規制

されており、ダバオ市中心部西端の代替道路を利用せざるを得ない状況となっている。

しかし、この代替道路は急峻な区間の存在や過度の交通集中により、効率的な物流・

人流経路の確保に支障をきたしている。 

 

(2) ミンダナオ島における運輸交通セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

「フィリピン開発計画」（2011～2016 年）では、運輸交通セクターの優先課題とし

て、マニラ首都圏を中心とする中央から地方に整備対象範囲を拡大し、マニラ首都圏

以外の主要地域の経済成長を促進することを掲げている。また、「リージョン XI 地域

開発計画」（2011～2016 年）では、新規道路の建設による道路舗装率の向上や道路損

円借款用 



傷が激しい既存道路の舗装改良等により、島内の主要な拠点都市間の連結を強化し、

経済開発を促進することを目標として掲げている。こうした開発計画の下、我が国支

援により DPWH が策定した「高規格道路網開発マスタープラン」（2010 年 7 月）におい

て、ダバオ市の南端部と同市北東のパナボ市とを結ぶバイパス道路建設事業が優先事

業の一つとして位置づけられている。 

本事業では、そのうち交通量が多く、交通渋滞への対応の緊急性が高い区間の混雑

緩和に資する新規バイパス道路建設と、市内中心部及び港湾部と接続する既存道路の

舗装改良が計画されている。これにより、ダバオ市周辺地域からササ港等ダバオ市港

湾部へのアクセス強化を目指すとともに、同市内の交通渋滞の解消を目的としている。 

 

(3) 運輸交通セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

「対フィリピン共和国 JICA 国別分析ペーパー」（2012 年 3 月）において、「地方拠

点開発に向けたインフラ整備」が重点課題であると分析しており、大都市圏を中心と

した混雑緩和・物流改善を図るための高速道路ネットワークの拡充及び産業空間形

成・物流円滑化が必要とされている。また、「対フィリピン共和国国別援助方針」（2012

年 4 月）における重点目標としても、「投資促進を通じた持続的経済成長」が定めら

れ、具体的には地方拠点開発に向けたインフラ整備プログラムを支援するとされてお

り、本事業はこれら分析、方針に合致する。 

なお、これまで我が国は、1995 年度から 2013 年度までの円借款承諾累計額約 1 兆

1,620 億円のうち、道路・橋梁に対しては、総額約 3,019 億円の円借款を供与してい

る。ミンダナオ島の道路網整備については、「中部ミンダナオ道路整備事業」（2003

年 LA 調印）、「第二マグサイサイ橋・バイパス道路建設事業」（2000 年 LA 調印）、「日

比友好道路修復（ミンダナオ島区間）事業（Ⅰ）（Ⅱ）」（1997 年、1999 年 LA 調印）、

「地方道路整備事業（Ⅱ）」（1995 年 LA 調印）といった円借款事業の他、無償資金協

力では「西部ミンダナオ地区道路建設機材整備計画」(1998 年 EN 署名)、「ミンダナオ

地区地方道路橋梁建設計画」(1995 年 EN 署名)、技術協力では「道路・橋梁の建設・

維持に係る品質管理向上プロジェクトフェーズ２」(協力期間：2011 年 10 月～ 2014

年 9 月)等を通じて支援している。 

(4) 他の援助機関の対応 

世銀は、「国別パートナーシップ戦略」（2015～2018 年）において、重点分野の一つ

である「急速且つ包括的・持続的な経済成長」において投資環境の整備や農村地域で

の雇用拡大を目標として掲げており、「全国農村開発プロジェクト」のサブコンポー

ネントとして農村におけるバリューチェーン網の構築や Farm to Market 道路の整備

を支援中である。また、国際金融公社は、当国を含む東アジア・大洋州地域における

戦略として民間主導による開発への支援を重視することとしており、PPP によるササ

港拡張事業に関するアドバイザリー業務を実施済みである。 

アジア開発銀行は、「国別パートナーシップ戦略」（2011～2016 年）において、都市

交通網を含む既存の道路網の維持改善への支援を重視することとしており、新たにダ

バオ市中心部を中心とした公共交通網の整備事業の実施を予定している。 

(5) 事業の必要性 



 上記のとおり、本事業はフィリピンの地方拠点開発に向けたインフラ整備という課

題や投資促進を通じた持続的経済成長という目標に対応し、当国の開発政策、我が国

及び JICA の援助方針に合致するものであり、JICA が本事業の実施を支援することの

必要性・妥当性は高い。 

３．事業概要 

(1) 事業の目的 

本事業は、ダバオ市南端部のシラワンと同市中心部のインダンガンを結ぶバイパス

道路の建設及び既存道路の舗装改良を通じて、ササ港等港湾部や同市中心部へのアク

セスを強化し、同市を核とするミンダナオ島最大級の経済圏内の物流改善とダバオ市

内の交通渋滞の改善を図り、もってミンダナオ島の経済発展への寄与を目的とするも

のである。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

ミンダナオ島南ダバオ州ダバオ市 

(3) 事業概要 

1) 土木工事：バイパス道路の新規建設 約 30 ㎞ (橋梁、道路トンネルを含む) 及

び既存道路の舗装改良 約 10 ㎞ 

2) コンサルティング・サービス ：詳細設計・入札補助、施工監理、トンネル維持

管理能力強化 

(4) 総事業費 

29,123 百万円（うち、円借款対象額：23,906 百万円） 

(5) 事業実施スケジュール 

2015 年 8 月～2022 年 9 月を予定（計 86 ヶ月）。2021 年 9 月の施設併用開始時をも

って事業完成とする。 

(6) 事業実施体制 

1) 借入人：フィリピン共和国政府（The Government of the Republic of the 

Philippines） 

2) 保証人：なし 

3) 事業実施機関：公共事業道路省（Department of Public Works and Highways：

DPWH） 

4) 操業・運営／維持・管理体制：バイパス本体道路区間は DPWH のリージョン XI

事務所が、既存道路舗装改良区間についてはダバオ市が維持管理を行う。リージョ

ン XI 事務所は、DPWH の道路・橋梁の維持管理に係る地方技術者能力向上を目的と

した技術協力プロジェクト「道路・橋梁の建設・維持に係る品質管理向上プロジェ

クトフェーズ２」(協力期間 ：2011 年 10 月～ 2014 年 9 月)を通じた技術支援を

受けていると共に、同プロジェクトで作成されたマニュアルの活用も見込まれてい

る。 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：B 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」



（2010 年 4 月公布）（以下「JICA ガイドライン」）に掲げる道路セクターのう

ち大規模なものに該当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと判断さ

れ、かつ、JICA ガイドラインに掲げる影響を及ぼしやすい特性及び影響を受

けやすい地域に該当しないため。 

③ 環境許認可：本事業に係る環境影響評価（EIS）報告書は、2015 年 8 月現在、

環境天然資源省（DENR）において、環境適合証明書（ECC）付与のための審査

中であり、2015 年 9 月までに EIS が承認される予定。 

④ 汚染対策：工事中は排水や表土露出部からの土壌流出による水質汚濁が想定さ

れており、沈澱池や汚濁防止フェンスの設置等により、影響を緩和する予定。

また、トンネル建設に伴い約 200 万 m3 の掘削土の発生が想定されているが、

うち約 60 万 m3 については本事業の道路敷設の際に再利用され、また残りの部

分はダバオ市に指定された土捨て場において適切に廃棄される予定。供用後の

大気質、騒音・振動については、必要に応じて防音壁や緑地帯の設置等の対策

が取られる予定。 

⑤ 自然環境面：本事業対象地域は、国立公園等の影響を受けやすい地域またはそ

の周辺に該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定され

る。 

⑥ 社会環境面：本事業は、24 世帯（96 名）の移転及び 172.8ha の用地取得を伴

い、JICA ガイドライン、同国国内手続き及び住民移転計画 （RAP）に沿って

手続きが進められる。RAP 作成過程で実施した住民協議では、事業、補償及び

支援の概要、移転スケジュール、モニタリング計画、苦情処理メカニズム等に

ついて説明された。協議全体を通して、事業実施に対する特段の反対意見は出

ていない。 

⑦ その他・モニタリング：工事中・供用後ともに環境管理計画及び環境モニタリ

ング計画に基づき、実施機関（DPWH）が、ダバオ市の事業サイト周辺地域の水

質、騒音、大気質等についてモニタリングを実施する。用地取得、住民移転の

実施状況及び生計回復状況については、地方自治体（ダバオ市）主導でモニタ

リングを実施する。 

2) 貧困削減促進：ダバオ市内及びダバオ市とミンダナオ島他地域の物流・交通機

能の強化により、周辺地域の住民の雇用環境等の改善等による生活水準の向上が想

定される。 

3) 社会開発促進エイズ等感染症対策： 

①ジェンダーの視点：ジェンダー活動統合案件：RAP 作成過程で実施した住民協議

において女性の課題・ニーズにも適切に把握するよう女性世帯主を対象とした

フォーカスグループディスカッションを実施し、移転段階においても適切な対

応がなされるようモニタリングを実施する。 

②エイズ等感染症対策：工事期間中に、地元住民以外の作業員の外部からの流入（出

稼ぎ）が想定されるため、プロジェクトサイトにおいて感染症（HIV/AIDS 等を

含む）が発生する可能性がある。対策として、入札書類にエイズ条項を含める

ものとし、工事請負契約者が工事労働者に対しエイズ感染症対策を実施する。 



(8) 他ドナー等との連携：特になし。 

(9) その他特記事項 

1) トンネル区間建設に係る本邦技術の活用：前述の通りフィリピン国内で長大ト

ンネルの建設・維持管理実績がない為、安全面、技術面で優れた日本のトンネル掘

削・建設技術の活用を予定している。 

2) トンネル建設及び維持管理全般に係る能力強化支援：フィリピンで初の長大ト

ンネル建設となることから、本事業では事業実施の各段階において、本邦技術の活

用を視野に入れた能力強化を実施する予定である。 

4. 事業効果 

(1) 定量的効果 

1)アウトカム（運用・効果指標）： 

指標名 対象区間 
基準値 

（2013年実績値）

目標値（2023 年） 

【事業完成 2年後】

年平均日交通量 

（台/日） 

 シラワン～ 

ササ港 
n/a 15,238 

所要時間の短縮 

（時間） 

シラワン～ 

ササ港 
1.27 0.47 

※なお、事後評価時は補助指標として、「平均走行速度の向上（km/h）」、「渋滞長・通過時間の

低減（時間）」も活用可とする。 

 

2)インパクト 

・ダバオ市を核とするミンダナオ島内の物流改善による経済活動の活性化 

（指標：貨物輸送量（t/年）） 

 (2) 定性的効果 

・ダバオ市内の交通渋滞の緩和 

 

・ミンダナオ島向け対外投資促進 

 

(3) 内部収益率 

 以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 23.7％となる。なお、

本事業は対象区間のうち、トンネル区間約 2km のみ料金徴収予定で、事業全体で収益

の維持・確保が行われない予定のため、財務的内部収益率（FIRR）は算出しない。 

【EIRR】 

費用：事業費、運営維持管理費 

便益：車両走行経費削減、車両走行時間短縮 

プロジェクト・ライフ：30 年 

 

5. 外部条件・リスクコントロール 

特になし。 

 



6. 過去の類似案件の教訓と本事業への適用 

(1) 類似案件からの教訓 

ベトナムにおける「ハイヴァントンネル建設事業（1）～（3）」の事後評価結果等

から、事業実施段階における維持管理に係る国内外における各種トレーニング・プロ

グラムの策定・実施や、事業実施主体となる実施機関と維持管理主体との緊密な協力

関係の構築が、新技術・先端技術を用いたトンネルの維持管理を適切に実施する上で

重要であるとの教訓が得られている。 

(2) 本事業への教訓の活用 

上記を踏まえ、フィリピン国内初の長大トンネル建設が含まれる本事業では、維持

管理主体となる民間事業者への適切なモニタリングが行われるようトンネル維持管

理に係る実施機関の能力強化を実施する。また、維持管理主体となることが想定され

ている民間事業者については、トンネル維持管理実績を持つ海外事業者との共同企業

体の組成を予定している。 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 

1) 年平均日交通量（台/日） 

2) 所要時間の短縮（時間） 

3) 経済的内部収益率（EIRR） 

(2) 今後の評価のタイミング 

 事業完成 2年後 

以 上  


